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平成 25 年（2013 年）7 月 5 日

H E A D L I N E S

政治
最大野党「法と正義」（ＰｉＳ）が党大会を開催

与党「市民プラットフォーム」（ＰＯ）が党大会を開催

ＥＵ戦闘グループ，待機任務終了

コモロフスキ大統領，バルカンミッション派遣期間延長案を承認

クファニシエフスキ元大統領がティモシェンコ・ウクライナ元首相を訪問

ヴィシェグラード・グループ大統領会合の開催

トゥスク首相がＥＵの若者層の雇用に関する会議に出席
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経済
国有財産省が国有企業への影響力を強化

ＥＩＢがポーランドで事業を拡大

６月のＰＭＩは大きく改善

６月は８５社が倒産

ＳＥＺへの投資が拡大

ＲＰＰが更なる利下げを実行

オポレが中欧向けラザニア生産拠点に

ペサ社がロシアに工場開設準備

ポーランドのＩＴ部門が好調

ポーランドの直接投資信頼度が上昇（Ａ．Ｔ．カーニー社ランキング）

ＥＡＤＳ社がポーランドでの大型投資を検討

ポーランドが世界最大のラズベリー生産国に

Ａｓｓｅｃｏ社がロシアのソフトウェア企業を買収

ポーランドは世界第２８位のオンライン小売市場

米国のシスコ社がクラクフでの事業を拡大

ＰＧＥ社，エネア社，タウロン社及びＫＧＨＭ社が原子力プロジェクトに関する基本合意に署名

ＰＧＥ社とＫＷ社がオポレでの新規石炭火力発電ユニット建設に係る基本合意書に署名

ＫＷ社の石炭火力発電所建設プロジェクトに日中韓の３社が関心

ポーランドのシェールガス開発は不透明な税制が課題（デロイト社報告書）

ロトス社が２０１５年までに８０億ズロチを投資予定

ポーランドでのシェールガス権益の付与がＥＵ法に違反

２０２４年までの原子力発電所稼働は依然現実的（グラド PGE EJ1 CEO）

大使館からのお知らせ                                                       

第２３回参議院通常選挙に伴う在外投票の実施について

東日本大震災義捐金受付について

文化行事・大使館関連行事

在ポーランド日本国大使館

ul.Szwolezerow 8， 00-464 Warszawa  Tel:+48 22 696 5000

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm
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政  治

内   政

最大野党「法と正義」（ＰｉＳ）が党大会を開催【２８～

３０日】

２８～３０日，最大野党「法と正義」（ＰｉＳ）は党大会を

開催して党首選挙を行い，唯一の立候補者であったカ

チンスキ党首（元首相）を党首に再選した。カチンスキ

党首は，同党大会の演説にて，トゥスク政権の政策を

批判した上で，ＰｉＳは政権を担当する用意ができてい

る旨述べた。また，健康医療サービスへの財政支出の

確保，法相と検事総長の兼任制度の復活，ＰｉＳの提唱

する国家雇用プログラムの導入等の重要性を指摘し

た。

与党「市民プラットフォーム」（ＰＯ）が党大会を開催

【２９日】

２９日，与党「市民プラットフォーム」（ＰＯ）は党大会

を開催し，党規を改正して党首選挙を約４万人の党員

による直接投票の形で８月に実施することを決定した。

同選挙結果は８月２３日に判明予定。党首選挙には，こ

れまでトゥスク首相（現ＰＯ党首）とゴヴィン元法相が出

馬の意向を表明しているが，出馬が取り沙汰されてい

たスヘティナ下院外交委員長は，同党大会にて出馬し

ない意向を表明した。

外    交

ＥＵ戦闘グループ，待機任務終了【３０日】

３０日，ポーランド，仏，独の部隊により構成さ

れ ， ２０１３年 前 半 の 待 機 任務 に就 いて いた

EUBG2013/1（ワイマール戦闘グループ）が６ヶ月

の任務期間を終了。

コモロフスキ大統領，バルカンミッション派遣期間

延長案を承認【３０日】

３０日，コモロフスキ大統領は，KFOR（NATO）

及び EUFOR（EU)ミッションへのポーランド軍派遣

期間延長（２０１３年１２月まで）を承認。同延長期

間（６ヶ月）における派遣費用は約１７百万ズロチ

と見積もられている。

クファニシエフスキ元大統領がティモシェンコ・ウクラ

イナ元首相を訪問【２８日】

クファニシエフスキ元大統領は，コックス元欧州議

会議長とともに，懲役７年の刑を受けながらも体調

が悪いため入院中のティモシェンコ・ウクライナ元首

相を訪問した。今次訪問はクファニシエフスキ元大

統領及びコックス元欧州議会議長がＥＵから委嘱を

受けてウクライナの反体制派に対する裁判手続きを

監視するミッションの一環として行われたもの。

ヴィシェグラード・グループ大統領会合の開催【２日】

ポーランド南部の町ヴィスラでヴィシェグラード・グ

ループ（Ｖ４，ポーランド，チェコ，ハンガリー，スロバ

キア）大統領会合が開催され，ポーランドのＶ４議長

国を総括した。コモロフスキ大統領は，ポーランドＶ４

議長国の成果として，次期ＥＵ多年度財政枠組合意

がＶ４にとって有利なものとなるよう実質的影響力を

行使できたこと，共通のガス市場創設に向けたロー

ドマップの合意等を挙げた。

トゥスク首相がＥＵの若者層の雇用に関する会議に

出席【３日】

トゥスク首相がベルリンにて開催されたＥＵの若者

層の雇用に関する会議に出席。同会議にはメルケ

ル独首相，オランド仏大統領等ＥＵ加盟国首脳が出

席し，同会議でＥＵ内の若者層の雇用強化に関する

行動文書が採択された。

経    済

経済・財政政策

国有財産省が国有企業への影響力を強化【１日】

国有財産省は，同省が株式を所有する国有企

業２０社以上について，各社の定款を改定し，経営

監督委員会により多くの権限を与えることを通じて

影響力を強化する方針。カルピンスキ国有財産相

は特にエネルギー部門の監督を強化したい旨発言

しており，既にＰＧＥ社（国有電力会社）及びＰＧＮｉ

Ｇ社（国有ガス会社）の経営監督委員会の権限を

強化している。

ＥＩＢがポーランドで事業を拡大【１日】

欧州投資銀行（ＥＩＢ）の Hoyer 総裁は，ポーラン

ドでの投資額を増加する旨発言している。具体的

な金額は２０１４年から２０１５年にも明らかになると

述べている。２０１３年は５５億ユーロがポーランド

向けに確保されている。また，ＥＩＢは，ポーランド投

資プログラムの一部を担うポーランド投資開発（ＰＩ

Ｒ）社ともコンタクトを取っていることを認めている。
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マクロ経済動向・統計

６月のＰＭＩは大きく改善【１日】

６月の購買担当者景況指数（ＰＭＩ）は，５月の４

８ポイントから大きく改善された４９．３ポイントとな

った。依然として基準値の５０ポイントを下回っては

いるものの，ＰＭＩの上昇傾向は今後も続くと専門

家は予想している。

６月は８５社が倒産【１日】

６月は８５社が倒産し３，７００人が解雇された。

これは専門家の予想より大きい数値で，特にサー

ビス業の倒産が増えている。地域別ではドルノシロ

ンスキエ県が２３社で最も多く，マゾヴィエツキエ県

は前年同月の１／３となる１２社であった。

ＳＥＺへの投資が拡大【２日】

ジェチポスポリタ紙の調べによれば，２０１３年上

半期に経済特別区（ＳＥＺ）で２８．４億ズロチが投

資された。昨年よりも約３億７千万ズロチ多く，新規

雇用者数も昨年同期の２，４５２人から３，７９０人

へと拡大した。ＳＥＺへの投資許可証の発行件数も

昨年より９件多い，９１件となった。

ＲＰＰが更なる利下げを実行【３日】

金融政策委員会（ＲＰＰ）は，基準金利を更に０．

２５％ポイント引き下げ，史上最低金利を更新する

２．５％とした。ＲＰＰは２０１２年１１月から段階な利

下げを実施しており，今回の利下げにより計２．２

５％ポイント引き下げたことになる。なお，ベルカ中

央銀行総裁は，年内はこれ以上の利下げは行わ

ないと発表している。

ポーランド産業動向

オポレが中欧向けラザニア生産拠点に【２６日】

大手冷凍ラザニア製造会社の Stefano Toselli 社

（仏）と Ter Beke 社（伊）による合弁会社「Pasta 

Food Company」社は，中欧向けのラザニア生産拠

点となることが予定されているオポレの新工場建

設予定地で定礎式を行った。８千万ズロチの投資

で，約２００人を雇用し，２０２０年までに２億５千万

ズロチに上るラザニアを製造する。投資に当たって

は，チェコやスロバキアも検討されたが，オポレが

最良な投資先として選択された。２０１４年６月まで

に生産が開始される予定で，欧州で最先端のラザ

ニア生産工場となる。

ペサ社がロシアに工場開設準備【２８日】

ペサ社（トラム等製造）が，ロシアでの地位を強

化すべく，ロシアに生産工場を開設する準備を進

めている。同社は最近モスクワに１２０両のトラム

供給契約を落札した。ペサ社は Ural Vagon Zavod

社と協力する方針で，「Ｕ」社の Tishaev 氏は，ペサ

社の車両は全ての基準を満たし，他の欧州やアジ

アの企業と同等の性能を有すると述べている。新

工場の稼働後，両者は旧ソ連諸国の輸送会社にト

ラムや鉄道を供給する契約を得るべく協働する。こ

れまで，「Ｕ」社は貨物車両の製造に注力してきた

が，旅客車両部門も有望であると見ている。

ポーランドのＩＴ部門が好調【２８日】

Computerworld 社によれば，ポーランドのＩＴ市場

は８．９％成長し，２０１２年に４３３億ズロチ市場と

なった。２０１１年は８．３％の成長だった。約６０％

の企業が前年よりも多い受注を得ており，受注が

減ったのは僅か１３％だった。同セクター最大の企

業はＡＢＣデータ社で，２２．６％成長し，収入を３６．

３億ズロチとした。第２位は Action 社で，２６．４％

成長し，収入は３４．９億ズロチだった。前年第１位

だったＨＰポーランド社は第３位に転落したが，前

年比６．９％成長し，収入は３２．５億ズロチだった。

ポーランドの直接投資信頼度が上昇（Ａ．Ｔ．カー

ニー社ランキング）【２８日】

Ａ．Ｔ．カーニー社の２０１３年海外直接投資信頼

度ランキングで，ポーランドは２０１２年の２３位から

順位を４位上げて１９位となった。ユーロ圏での需

要減退や２０１２年サッカー欧州選手権後のインフ

ラ・プロジェクトの減退にも関わらず，依然魅力的

な投資先と見られている。また，自動車部品や自

動車の組み立てなどのセクターで最強のポテンシ

ャルがあるとされている。なお，１位は米国（前年４

位），２位は中国（前年１位），３位はブラジル（前年

同），日本は１４位（前年２１位）だった。

ＥＡＤＳ社がポーランドでの大型投資を検討【２８

日】

ＥＡＤＳ社（欧州の航空・軍需企業）がポーランド

でのプレゼンスを拡大することを望んでおり，７０～

８０億ユーロを投資する可能性がある。ＥＡＤＳイン

ターナショナル社のタラモニ社長は，ポーランドをフ

ランス，ドイツ及びスペインに次ぐＥＡＤＳ社の４番

目の拠点にしたいと述べている。現在同社はポー

ランドで８００人を雇用しているが，同社の規模に

比べれば多くはない数字であると強調している。同

氏はタンボルスキ国有財産副大臣とも会談し，ポ

ーランドの軍需部門の再編やＬＯＴポーランド航空

の事業再構築プロセス等での協力の可能性につ
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いて協議した。

ポーランドが世界最大のラズベリー生産国に【１

日】

２０１２年にポーランドでは１２万７千トンのラズベ

リーが生産され，世界最大のラズベリー生産国とな

った。生産量の９０％が輸出されている。生産量は

かつて年間５万トン程度であったが，ここ数年で大

幅に増加した。主要な成長要因はより果実が実る

期間の長い「ポラナ」種の導入や，イチゴ等の栽培

に対するＥＵ補助金が２００７年に開始されたことが

挙げられている。

Ａｓｓｅｃｏ社がロシアのソフトウェア企業を買収【３

日】

ポーランド最大のＩＴサービス企業である Asseco

ポーランド社がロシアの R-Style Softlab 社の過半

数の株式を２，８００万ドルで取得した。同社は更に

３０％以上を取得する可能性が ある。R-Style 

Softlab 社はロシアの銀行セクターへのソフトウェア

供給市場でマーケット・リーダーとなっている。

ポーランドは世界第２８位のオンライン小売市場【３

日】

Cushman and Wakefield 社の報告書で，ポーラン

ドのオンライン小売市場はスペイン，チェコを抜い

て５０ヶ国中２８位に位置付けられた。上位３か国

は英国，米国，ドイツで，日本は７位だった。市場

規模では１７位で，人口一人当たりでは２５位とな

る。また，取引全体に占めるオンライン取引の割合

は４％で，１４位となる。インターネット・インフラの

発展のレベルは３７位となっている。また，セキュリ

ティやインターネット・ユーザー数，一人当たりクレ

ジットカード利用数などのランキングが低くなってい

る。多く購入されているのは，電子機器，マルチメ

ディア，衣類及び靴など。

米国のシスコ社がクラクフでの事業を拡大【３日】

米シスコ社のクラクフにあるサポート・センターが

急速に拡大している。既に３００人を雇用している

が今後２年間で２～３倍に拡大する見込み。同社

は現在拡大する事業規模に合せて３つ目のオフィ

スを建設中である。ＤＧＰ紙によれば，同社はＳＥＺ

の便益を受けていない。同社グローバル・ビジネ

ス・サービス・グループのKohler副社長は，クラクフ

のセンターは同社グループ内で最も急速に成長し

ており，戦略的に重要な拠点となっていると述べて

いる。同社はインド，南米，ベルギー，ポルトガル

及び中国で大規模なサービス・センターを運営して

いる。

エネルギー・環境

ＰＧＥ社，エネア社，タウロン社及びＫＧＨＭ社が原

子力プロジェクトに関する基本合意に署名【２７日】

ポーランド初の原子力発電所の建設を担うＰＧＥ

社（ポーランド最大の国有電力会社）は，タウロン

社，エネア社（いずれも国有電力会社）及びＫＧＨ

Ｍ社（銅等鉱山会社）と原子力プラントの建設及び

運営に係る特別目的会社の設立に向けて更に協

議することに合意した。本合意は２０１３年９月末ま

で有効（ただし，３カ月間延長可能）。ＰＧＥ社は，本

プロジェクトにおいて主導的な役割を担うことにな

る。４社は昨年９月にも同様の合意をしていたが，

本年３月末に失効し，以来これまで当該合意は更

新されてこなかった。トゥスク首相は，ガスの重要

性が増加したことにより，原子力エネルギーは当初

より遅れる可能性がある旨発言していたが，４社は

原子力プロジェクトの継続を望んでいることにな

る。

ＰＧＥ社とＫＷ社がオポレでの新規石炭火力発電

ユニット建設に係る基本合意書に署名【２７日】

コンパニア・ヴェングロヴァ（ＫＷ）社（石炭会社）

とＰＧＥ社は，オポレ石炭火力発電所での新規ユニ

ット（設備容量約９００ＭＷ×２基，投資コスト：約１

１０億ズロチ）建設に係る基本合意書に署名した。

両社は，オポレ発電所への石炭供給の長期契約

に関する経済及び法的可能性について分析する。

また，本プロジェクトへのＫＷ社の資本参加を含む

関与の可能性についても基本合意書で言及してい

る。ＰＧＥ社は，電力価格の低下により採算性が悪

化したとして本年４月に本プロジェクトの推進を中

止していた。署名式に参加したトゥスク首相は，建

設は今夏に開始される予定，本プロジェクトの採算

性を確立する資金調達モデルは国有財産省及びＰ

ＧＥ社次第であると述べている。

ＫＷ社の石炭火力発電所建設プロジェクトに日中

韓の３社が関心【１日】

コンパニア・ヴェングロヴァ（ＫＷ）社は，Wola（ポ

ーランド南部）にある Czeczott 鉱山での新規石炭

火力発電ユニット（設備容量：１，０００ＭＷ）建設プ

ロジェクトについて，日中韓の３社から資本参加及

びプラント供給に関する提案を受け取った。今後Ｋ

Ｗ社は３社の提案から１社を選択し，排他的交渉

権を与える。同社は，２０１３年末までに本プロジェ

クトのための特別目的会社（ＳＰＶ）を設立する予定。

設立されるＳＰＶの半分の持ち分はＫＷ社が確保
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する予定。本件は，ＫＷ社にとって電力セクターで

のフラッグシップ・プロジェクトとなる。

ポーランドのシェールガス開発は不透明な税制が

課題（デロイト社報告書）【２日】

デロイト社の「Oil and Gas Reality Check 2013」

報告書は，ポーランドにおけるシェールガス開発の

主要な障害として，不透明な税制やインフラの未整

備を挙げている。同社専門家は，ポーランドでの探

査は未だ十分ではなく，知識も低水準で，掘削井

の数も余りにも少なすぎる（５０か所以下）としてい

る。また，主要な課題として，より深くまで掘削する

際の許可に関する規則が非効率であることや，投

資家がリスク分散の観点からコンソーシアムを形

成するための規則が欠如していることをあげてい

る。

ロトス社が２０１５年までに８０億ズロチを投資予定

【３日】

ロトス社（ポーランド第２位の国有石油精製会社）

は新たな投資プログラムを公表した。同社は２０１

３年から２０１５年に８０億ズロチを投資に充ててお

り，これにより３，０００人の新規雇用が創出される。

本プログラムにはアゾティ・グループ（国有化学会

社）との石油化学製品生産ユニットの建設も含まれ

ており，本プラントだけで１，５００人の雇用を創出

する。また，バルト海等における探査・開発に焦点

を置くとしている。

ポーランドでのシェールガス権益の付与がＥＵ法に

違反【３日】

ＥＵ司法裁判所は，シェールガス及びオイル探

査権益の付与の際に公開入札手続きを採用しな

かったことからＥＵ法に違反していると裁定した。２

００７年以来，欧州委員会はポーランドに警告して

おり，２０１０年にＥＵ司法裁判所に提訴していた。

多くの権益が既に付与されているが，鉱業・地質学

新法は依然ポーランドで発効していない。欧州委

員会が既に付与された権益の取り消しを求める可

能性は低いが，探査権益保持者が採掘権益を入

札手続きを経ることなく獲得することを基本として

いる新法の原案に影響を与える可能性がある。

２０２４年までの原子力発電所稼働は依然現実的

（グラド PGE EJ1 CEO）【３日】

ＰＧＥ ＥＪ１社（原子力発電所の運転・建設を担

う事業会社）のグラドＣＥＯは，スケジュールは押し

ているが，２０２４年までに原子力発電所を稼働さ

せることは依然現実的であると述べている。また，

スケジュールは，ＰＧＥ社と政府との間で一貫性が

求められると述べている。本年秋にＰＧＥ社は重要

な決定を下すことになるが，それまでに政府が同プ

ロジェクトの採算性を向上させる解決策を提示する

ことをＰＧＥ社は望んでいると述べている。

大使館からのお知らせ

第２３回参議院通常選挙に伴う在外投票の実施について

第２３回参議院議員通常選挙に伴う在外投票が行われています。詳しくは以下の当館ＨＰ上のご案内を参

照ください。

http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm

東日本大震災義捐金受付について

当館における東日本大震災義捐金受付は，平成２６年３月３１日（月）までに延長いたしました。詳しくは下記

ＨＰをご覧下さい。

http://www.pl.emb-japan.go.jp/jishin/gienkin_j.htm

文化行事・大使館関連行事

〔予定〕「ピオトロコヴィツェ・ニスキエの夏コンサート 2013」【７月６日（土）】

ピオトロヴィツェ・ニスキエにて，ピアニスト河合優子氏とポーランドカルテットによる共演でコンサートが開催

されます。詳細は以下のＨＰをご覧ください。

http://www.visitopolskie.pl/pl/events/read/id,4313/t,Letnie-Koncerty-w-Piotrowicach-Nyskich.html

問合わせ先・開催場所：ピオトロコヴィツェ・ニスキエ城（電話：77 435 69 08，Ｅメール：info@piotrowicenyskie.pl ，

ホームページ：http://www.piotrowicenyskie.com/index_en.html）

〔予定〕ワルシャワ日本文化フェスティバル「アニマツリ 2013」【７月１２日（水）～１４日（金）】

ワルシャワにて，日本文化愛好家団体「アニマツリ」主催による，ワルシャワ日本文化フェスティバル「アニマ
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ツリ 2013」が開催されます。コスプレ，日本文化・ポップカルチャーに関する講演会，ワークショップ等，様々なイ

ベントが予定されます。

問合わせ先：日本文化愛好家団体「アニマツリ」（ホームページ：http://animatsuri.pl/）

開催場所：第 55 高等学校（住所：Gwiazdzista 35, ワルシャワ）

〔予定〕映画上映会 「武士道シックスティーン」【７月 1７日（水）】

当館広報文化センターにて，「武士道シックスティーン」（英語字幕）の映画が上映されます。公式サイトは

こちらです：http://bushido16-movie.com/ 入場は無料です。座席に限りがありますので，参加ご希望の方

は事前にご連絡ください。

開催場所：在ポーランド日本大使館広報文化センター（電話： 22 584 73 00 ，E メール：info-cul@wr.mofa.go.jp，

住所：Al. Ujazdowskie 51, Warszawa）

〔予定〕絹の道合奏団による公演 【７月２５日（木）・７月２８日（日）】

クラクフ及びワルシャワにて，絹の道合奏団による公演が開催されます。同合唱団は東京都八王子市を拠点

に活動し，ポーランドと日本の友好事業として，両国の伝統的な歌を披露します。（入場無料）

・7 月 25 日 19 時～ クラクフ 日本美術芸術博物館「マンガ」（住所：ul. Konopnickiej 26，Krakow，電話：12 267 

37 53，Ｅメール: muzeum@manggha.krakow.pl，ホームページ: http://www.manggha.krakow.pl/）

・7 月 28 日 17 時～ ワルシャワ ショパン音楽大学 （住所：Okolnik 2, Warszawa,電話：22 827 72 41，Ｅメー

ル：info@chopin.edu.pl，ホームページ：http://www.chopin.edu.pl/en/）

この資料は，ポーランドの政治・社会情勢を中心に，各種報道をとりまとめたものです。

報道をベースにしておりますので，記載事項の信頼性については責任を負いかねます。

記載事項は在ポーランド日本国大使館の見解を示すものではなく， 特定の団体・個人の利益を代表するもので

はありません。

皆様からの情報提供をお待ちしています

大使館では，読者の皆様に幅広くポーランドの情報をお伝えするため，皆様からの情報をお待ちしています。社

会・生活情報やおすすめのイベント，困ったことなど，皆様に伝えたいと思われる情報があれば，下記のアドレスま

でご連絡ください。（営利目的など，内容によっては対応できかねる場合もありますのでご了承ください。）

【お問い合わせ・配信登録】

本資料は，ポーランドに関心のある方であれば誰でも受け取ることができます。 「新たに配信を受けたい」，「送

付先メールアドレスを変更したい」，「配信を停止したい」等の依頼につきましては，下記のアドレスまでご連絡くださ

い。                            

大使館ウェブサイト（http://www.pl.emb-japan.go.jp/index_j.htm）も併せて御覧ください。

在ポーランド日本国大使館 newsmail@wr.mofa.go.jp

（ご連絡は電子メールでお願いします。）


